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東日本旅客鉄道株式会社

鹿 島 建 設 株 式 会 社

鉄 建 建 設 株 式 会 社

３社による連携強化について

 この度、東日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東日本」という。）と鹿島建設株式会社（以

下「鹿島建設」という。）及び鉄建建設株式会社（以下「鉄建建設」という。）の３社は、各

自の利益の増進を図るため、以下の内容で相互に連携強化を行うことといたしました。

連携強化の内容

１． ＪＲ東日本と鉄建建設

（１） ＪＲ東日本は、鉄建建設を鉄道改良工事等を施工する中核会社と位置付け、技術開

発、工事推進等の面で密接な連携を図っていく。

（２） 鉄建建設は、鉄道改良工事等に関する高度な専門技術の集積・維持・向上を図り、

その技術等を活用してＪＲ東日本の事業に協力する。

２．ＪＲ東日本と鹿島建設

ＪＲ東日本と鹿島建設は、工事、開発事業等において、有力なパートナーとして相互

に協力する。

３．鹿島建設と鉄建建設

（１） 鹿島建設は、鉄建建設に対し、工事、コスト削減、技術開発、新規事業等について

協力し、鉄建建設は、鹿島建設に対し、その得意分野において同様の協力を行う。

（２） 鹿島建設は、鉄建建設の要請により、人材の派遣を行う。



○ 経 緯

ＪＲ東日本は、本年３月８日に鉄建建設に対する出資比率を引き上げ、資本関係を強化し

ました。これは、鉄道改良工事等に関する高度な専門技術を保有する鉄建建設を、ＪＲ東日

本グループの工事施工の中核会社として位置付け、輸送改善、ステーションルネッサンス等

様々なプロジェクトを効率的・効果的かつスピーディに推進していくことを目的としたもの

です。今回、この目的を具体化するため、鉄建建設と技術開発や工事推進面でより密接な連

携を図ることとしました。

一方、建設業界を取巻く経営環境は非常に厳しいことから、ＪＲ東日本と鉄建建設は、鉄

建建設の経営基盤をさらに強化するため、鉄建建設と所縁があり（鉄建建設の会社創立時の

発起人総代で初代社長：鹿島精一氏（当時鹿島組会長））、またＪＲ東日本とも密接な取引関

係にある鹿島建設に３社間の連携強化を申し入れました。鹿島建設としても、この連携強化

により、業績の拡大等が期待できることから、３社間で合意に達したものです。

○ ３社各々のメリット

ＪＲ東日本は、鉄建建設との連携強化により、鉄建建設に集積・維持・向上される鉄道改

良工事等に関する高度な専門技術を活用し、難易度の高い駅改良等プロジェクトを、効率的・

効果的かつスピーディに推進することができます。また、鹿島建設との連携強化により、鹿

島建設の保有するノウハウと技術力を活用し、ＪＲ東日本の工事や開発事業等を効果的に推

進することができます。さらに、鹿島建設から鉄建建設への協力により、鉄建建設の経営基

盤の強化が図られることで、鉄建建設がＪＲ東日本の工事施工の中核会社としての役割を着

実に果たしていけるものと期待しています。

 鉄建建設は、筆頭株主であるＪＲ東日本との連携強化により、これまで以上に鉄道改良工

事等に関する専門技術力の向上が図られるとともに、信用を高められるものと期待していま

す。また、鹿島建設との連携強化により、鹿島建設から人材派遣を受けるとともに、工事、

コスト削減、技術開発、新規事業等について協力を受けることで、さらなる経営基盤の強化

が図られます。

 鹿島建設は、ＪＲ東日本との連携強化により、工事、開発事業等の有力なパートナーとし

てビジネスチャンスの拡大等が見込まれます。また、鉄建建設との連携強化により、鉄建建

設の得意とする鉄道関連工事に関する専門技術力の向上・ノウハウの取得が図られるものと

期待しています。



【ＪＲ東日本、鹿島建設及び鉄建建設の会社概要】 

【本件に関するお問い合わせ先】

会 社 名 東日本旅客鉄道株式会社
問合せ先 広報部担当課長  前 川 忠 生

（ＴＥＬ ０３－５３３４－１３００）

会 社 名 鹿島建設株式会社 
問合せ先 広報室長     横 尾  優

（ＴＥＬ．０３－３７４６－７２７２）

会 社 名 鉄建建設株式会社
問合せ先 事務本部総務部長 福 谷 隆 治

（ＴＥＬ ０３－３２２１－２１５２）

 

商号 東日本旅客鉄道株式会社 鹿島建設株式会社 鉄建建設株式会社 

代表者 代表取締役社長  

大塚 陸毅 

代表取締役社長  

梅田 貞夫 

代表取締役社長  

永尾 勝義 

本社所在地 東京都渋谷区代々木 

2－2－2 

東京都港区元赤坂 

1－2－7 

東京都千代田区三崎町 

2－5－3 

設立 1987 年（昭和 62 年）4月 1930 年（昭和 5年）3月

創業：1840 年（天保 11 年）

1944 年（昭和 19 年）2月

主な事業内容 鉄道事業、広告業、構内営

業、旅行業、不動産賃貸業、

不動産売買業、ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

事業、その他事業 

建設事業、不動産事業、

その他事業 

建設事業、不動産事業、

その他事業 

資本金（百万円） 200,000 64,071 18,293 

従業員数（名） 

（2001 年 9 月末現在） 

74,158 11,004 2,317

単体業績 

（2001 年 3 月期） 

 

 売上高（百万円） 1,913,451 1,330,729 234,715

 経常利益（百万円） 97,874 34,227 5,043

 総資産額（百万円） 6,515,097 1,998,801 259,903

 純資産額（百万円） 812,184 271,464 37,560


